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１
．
は
じ
め
に

　

2
0
1
4
年
10
月
27
日
、
韓
国
慶
尚
南

道
の
慶
州
に
て
日
韓
金
属
労
組
定
期
協
議

を
開
催
し
た
。
こ
の
定
期
協
議
は
1

 
9
 
9
 

1
年
よ
り
、
日
本
と
韓
国
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
加
盟

組
織
の
間
で
毎
年
開
催
さ
れ
、
基
本
的
に

は
１
年
お
き
に
日
本
と
韓
国
で
相
互
に
実

施
し
て
き
た
。
2
0
1
4
年
は
、
韓
国
の

金
属
労
働
組
合
で
あ
る
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
（
韓

国
金
属
労
働
組
合
連
盟
）の
受
け
入
れ
に

よ
る
開
催
と
な
っ
た
。

　

午
前
に
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
と
Ｊ
Ｃ
Ｍ
の
三
役

が
参
加
す
る
「
日
韓
金
属
労
組
定
期
協
議
」

を
開
催
し
、
午
後
は
日
本
の
電
機
連
合
と

Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
電
機
・
電
子
分
科
（
部
会
）
で

構
成
す
る
「
電
機
・
電
子
産
別
協
議
」、
日

本
の
基
幹
労
連
と
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
の
鉄
鋼
分

科
、造
船
分
科
、非
鉄
分
科
に
よ
る
「
鉄
鋼・

造
船
・
非
鉄
産
別
協
議
」、
日
本
の
全
電
線

と
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
の
電
線
分
科
が
実
施
す
る

Ｊ
Ｃ
Ｍ
が
推
進
す
る
最
近
の
国
際
活
動

「
電
線
産
別
協
議
」
と
い
う
３
つ
の
産
別
協

議
を
同
時
並
行
で
開
催
し
た
。

　

日
本
側
代
表
団
は
合
計
28
名
、
韓
国
側

参
加
者
は
合
計
32
名
で
あ
り
、
午
前
中
の

定
期
協
議
に
は
、
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
か
ら
キ
ム
・

マ
ン
・
ジ
ェ
委
員
長
、
ジ
ョ
ン
・
イ
ル
・
ジ
ン

副
委
員
長
、キ
ム
・
ス
ン
・
ス
事
務
局
長
を
含

む
14
名
、
Ｊ
Ｃ
Ｍ
か
ら
相
原
康
伸
議
長
を

含
む
７
名
が
参
加
し
、
各
産
別
協
議
の
参

加
者
も
傍
聴
参
加
し
た
。

　

定
期
協
議
の
議
題
は
開
催
国
の
組
織
が

提
案
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
今
回
の

定
期
協
議
で
は
開
催
組
織
で
あ
る
Ｆ
Ｋ
Ｍ

Ｔ
Ｕ
の
提
案
に
沿
っ
て
、「
日
韓
両
国
の
政

治
・
経
済
・
労
働
情
勢
」、
お
よ
び
「
賃
金

制
度
」
を
議
題
と
し
、
報
告
と
意
見
交
換

を
行
っ
た
。

２
．
韓
国
の
労
働
組
合
が

	

抱
え
る
課
題

　

政
治
・
経
済
・
労
働
情
勢
に
関
す
る
意

見
交
換
で
は
、
日
韓
双
方
に
共
通
し
た
課

題
と
し
て
少
子
高
齢
化
に
焦
点
が
あ
て
ら

れ
た
。
日
本
側
よ
り
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ

ラ
ン
ス
政
策
や
男
女
共
同
参
画
を
含
む
政

策・制
度
課
題
に
つ
い
て
説
明
し
た
。
キ
ム・

マ
ン
・
ジ
ェ
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
委
員
長
は
、「
少

子
高
齢
化
は
韓
日
双
方
で
将
来
の
不
安
材

料
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
課
題
に
対
応
す
る

労
働
組
合
の
政
策
要
求
な
ど
、
今
後
の
日

韓
金
属
労
組
定
期
協
議
で
の
議
題
と
し
て

議
論
し
て
い
き
た
い
」
と
述
べ
た
。

　

韓
国
で
は
現
在
、
通
常
支
払
わ
れ
る
賃

金
で
あ
る
「
通
常
賃
金
」
に
、
年
間
を
ベ

ー
ス
と
し
て
支
給
さ
れ
る
「
一
時
金
（
会
社

の
業
績
に
よ
っ
て
支
払
わ
れ
る
額
が
変
動

す
る
の
で
は
な
く
、
予
め
決
め
ら
れ
た
額

で
支
給
さ
れ
る
も
の
）」
が
含
ま
れ
る
か
否

か
に
つ
い
て
、大
き
な
議
論
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
こ
の
通
常
賃
金
が
、
超
過
勤
務
手

当
算
出
や
退
職
金
の
算
出
の
基
礎
と
な
る

こ
と
か
ら
、
労
使
双
方
で
見
解
が
割
れ
て

お
り
、
企
業
労
使
に
よ
っ
て
は
訴
訟
と
な

っ
て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
と
の
こ
と
で
あ
っ

た
。

　

ま
た
韓
国
に
お
い
て
さ
ら
に
大
き
な
問

題
が
、「
賃
金
制
度
の
変
更
」
で
あ
る
。
経

営
側
や
政
府
は
現
在
の
完
全
な
年
功
序
列

か
ら
他
の
制
度
へ
の
変
更
を
提
起
し
て
お

り
、
前
述
の
通
常
賃
金
問
題
や
、
2

 

0

 
1
 
4
 

年
賃
金
闘
争
と
も
関
連
す
る
た
め
、
韓
国

の
労
働
運
動
に
と
っ
て
大
き
な
課
題
と
な

っ
て
い
る
。

　

韓
国
で
は
2
0
1
4
年
に
60
歳
定
年
が

制
度
化
さ
れ
た
が
、
そ
の
前
後
に
賃
金
の
年

功
的
な
制
度
の
一
部
緩
和
（
55
歳
以
降
賃
金

上
昇
を
抑
制
す
る
こ
と
）
が
行
わ
れ
て
き
て

お
り
、
今
回
は
さ
ら
に
成
果
を
給
与
に
反

映
さ
せ
る
た
め
に
職
務
・
職
能
給
に
賃
金

体
系
を
変
更
す
る
と
い
う
提
案
が
、
経
営

側
や
政
府
か
ら
な
さ
れ
て
い
る
と
の
こ
と

で
あ
っ
た
。
日
本
側
か
ら
は
、
職
務
・
職

能
給
導
入
に
は
「
業
務
能
力
と
成
果
を
適

正
に
評
価
し
、
賃
金
へ
の
透
明
性
あ
る
反

映
が
必
要
だ
」、「
製
造
業
の
技
能
職
で
は
、

技
術
と
技
能
が
向
上
す
る
段
階
で
、
そ
の

成
果
を
評
価
す
る
の
は
難
し
い
」、「
人
件

費
の
抑
制
に
重
点
を
置
い
た
賃
金
体
系
の

改
編
は
、
労
働
者
の
技
能
育
成
が
損
な
わ
れ

る
こ
と
が
多
く
、
成
果
を
評
価
し
づ
ら
く

岩
井 

伸
哉

Ｊ
Ｃ
Ｍ
国
際
局
部
長

TOPICS 2Ⅰ 

日
韓
金
属
労
組
定
期
協
議
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な
る
の
で
は
」
と
の
懸
念
を
示
し
た
。

　

労
働
者
の
勤
続
年
数
と
技
能
育
成
に
つ

い
て
も
話
題
と
な
っ
た
。
Ｊ
Ｃ
Ｍ
加
盟
組

織
の
う
ち
大
手
企
業
に
お
い
て
は
、
約
16

年
の
勤
続
年
数
で
あ
る
が
、
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ

加
盟
組
織
の
調
査
で
は
約
５
年
と
非
常
に

短
く
、
ま
た
勤
続
１
年
未
満
の
労
働
者
の

割
合
も
非
常
に
大
き
い
こ
と
が
判
明
し
た
。

こ
れ
に
つ
い
て
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
は
、
正
規
職
か

ら
非
正
規
職
へ
の
転
換
や
、
非
正
規
職
を

２
年
以
上
使
用
す
る
と
正
規
職
へ
の
転
換

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
た
め
、
非
正
規

職
は
２
年
未
満
で
解
雇
さ
れ
る
傾
向
が
あ

る
こ
と
を
理
由
と
し
て
挙
げ
た
。

　

キ
ム
・
マ
ン
・
ジ
ェ
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
委
員
長

は
議
論
の
ま
と
め
の
中
で
、「
韓
日
の
制
度

的
相
違
、
ま
た
そ
れ
ぞ
れ
の
国
の
中
で
も

各
社
各
様
の
制
度
が
あ
る
。
そ
の
よ
う
な

状
況
の
も
と
で
韓
日
の
金
属
労
働
者
は
そ

れ
ぞ
れ
の
方
法
・
方
針
で
、
賃
金
・
労
働

条
件
の
引
き
上
げ
に
努
力
し
て
き
た
。
そ

の
よ
う
な
中
で
は
、
韓
日
の
労
働
組
合
で

賃
金
制
度
に
つ
い
て
考
え
方
を
あ
わ
せ
る

の
は
非
常
に
難
し
い
と
の
印
象
を
受
け
た

が
、
今
回
の
議
論
が
契
機
と
な
っ
て
、
今
後

理
解
を
よ
り
深
め
る
取
り
組
み
が
で
き
る

の
で
は
な
い
か
と
期
待
す
る
」
と
述
べ
た
。

　

相
原
Ｊ
Ｃ
Ｍ
議
長
は
、「
歴
史
あ
る
こ
の

日
韓
金
属
労
組
定
期
協
議
は
、
日
韓
の
金

属
労
組
が
率
直
な
意
見
交
換
を
行
え
る
貴

重
な
場
で
あ
る
。
今
後
と
も
継
続
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
」
と
述
べ
、
次
回
会
議
を

2
0
1
5
年
秋
に
日
本
で
開
催
す
る
こ
と

を
提
案
し
、
韓
国
側
か
ら
了
解
を
得
た
。

３
．
産
別
協
議

　

10
月
27
日
午
後
は
、
Ｆ
Ｋ
Ｍ
Ｔ
Ｕ
の
産

業
別
分
科
と
Ｊ
Ｃ
Ｍ
傘
下
産
別
組
織
と
の

日
韓
産
別
協
議
が
開
催
さ
れ
た
。
産
別
協

議
に
お
い
て
は
両
国
の
産
業
動
向
と
労
働

情
勢
に
つ
い
て
双
方
か
ら
報
告
を
行
い
、
そ

の
後
質
疑
応
答
を
通
じ
て
理
解
を
深
め
た
。

　

日
韓
電
機
・
電
子
産
別
協
議
で
は
、
韓

【ＦＫＭＴＵとは】
ＦＫＭＴＵは、1959年３月に結成した「釜山鉄鋼労働組合」
を母体とし、確固とした全国的規模での労働組合の基盤を
確立しようと、1960年10月に、大韓造船労働組合の幹部の
尽力のもと創設された。
しかし1961年５月16日の軍事クーデタによって成立した軍
事政権によって、既存の労働組合はすべていったん解散さ
せられ、同年８月３日付令672号「勤労者の団体活動に関
する臨時措法」により、ＦＫＭＴＵなどの産別組織は、労組
連絡会組織から産別単組へと再編させられた。軍事政権か
ら民政移官後、1981年に労連としてのＦＫＭＴＵを再結成し、
以来今日までその活動を継続している。
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１
．
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

	

コ
ン
セ
プ
ト

　

国
際
労
働
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、「
各
産

別
・
企
業
連
・
単
組
に
お
い
て
国
際
労
働

運
動
を
担
い
得
る
人
材
の
養
成
」
と
い
う

目
的
を
掲
げ
、
労
働
組
合
役
員
の
国
際
的

な
教
育
を
行
う
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
2
 
0
 

0
8
年
よ
り
毎
年（
年
１
回
か
ら
２
回
）

実
施
し
て
い
る
。
東
南
ア
ジ
ア
や
南
ア
ジ
ア

各
国
で
の
海
外
実
地
研
修
を
中
心
に
、
事

前
研
修
と
し
て
の
国
内
研
修
１
、
お
よ
び

海
外
実
地
研
修
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
と

し
て
の
国
内
研
修
２
と
い
う
、
３
つ
の
研
修

で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

　

2
0
1
4
年
は
、2
0
0
9
年
以
来
と
な

る
フ
ィ
リ
ピ
ン
を
テ
ー
マ
に
取
り
上
げ
、
11

月
23
日
か
ら
29
日
に
か
け
海
外
実
地
研
修

を
実
施
し
た
。

２
．
行
政
や
経
営
者
団
体
と
の

	

懇
談

　

フ
ィ
リ
ピ
ン
の
行
政
側
で
あ
る
Ｄ
Ｏ
Ｌ

Ｅ
（
労
働
雇
用
省
）
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン

は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国
際
労
働
機
構
）
中
核
的
労

働
基
準
８
条
約
を
す
べ
て
批
准
し
て
お
り
、

団
結
権
や
団
体
交
渉
権
な
ど
の
労
働
者
の

権
利
や
雇
用
が
手
厚
く
保
護
さ
れ
て
い
る

こ
と
、
労
使
紛
争
が
ス
ト
ラ
イ
キ
に
発
展

す
る
前
に
調
停
や
仲
裁
を
行
い
、
深
刻
な

問
題
と
な
る
こ
と
を
防
止
し
て
い
る
こ
と
、

政
労
使
三
者
構
成
の
審
議
会
を
通
じ
て
社

会
対
話
を
促
進
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
報

告
さ
れ
た
。
ま
た
、
ス
ト
ラ
イ
キ
件
数
に

つ
い
て
統
計
を
引
き
合
い
に
出
し
、
非
常

に
少
な
い
こ
と
を
強
調
し
て
い
た
。

　

経
営
側
で
あ
る
Ｅ
Ｃ
Ｏ
Ｐ（
フ
ィ
リ
ピ
ン

経
営
者
総
連
合
）
で
も
Ｄ
Ｏ
Ｌ
Ｅ
に
お
け
る

説
明
と
同
様
、
政
労
使
三
者
構
成
の
協
議

を
通
じ
た
合
意
形
成
を
図
っ
て
い
る
こ
と

が
述
べ
ら
れ
た
。
加
え
て
経
営
者
か
ら
見

た
労
働
組
合
の
課
題
と
し
て
、
組
織
労
働

者
や
団
体
協
約
が
適
用
さ
れ
て
い
る
労
働

者
の
数
が
年
々
減
少
し
て
い
る
こ
と
、
中

小
零
細
企
業
の
労
働
者
や
イ
ン
フ
ォ
ー
マ

ル
部
門
の
労
働
者
、
製
造
業
や
サ
ー
ビ
ス

産
業
に
お
け
る
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
や
契

約
労
働
者
の
組
織
化
が
困
難
で
な
か
な
か

進
ん
で
い
な
い
こ
と
、
海
外
出
稼
ぎ
フ
ィ

リ
ピ
ン
人
労
働
者
か
ら
の
送
金
が
国
の
経

済
の
大
部
分
を
占
め
て
お
り
、
そ
れ
が
国

内
雇
用
情
勢
の
改
善
に
結
び
つ
い
て
い
な

い
こ
と
な
ど
を
挙
げ
た
。
さ
ら
に
2
0
1
5

年
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
発
足
に
よ

っ
て
、
よ
り
一
層
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
国
際
競

争
が
激
化
し
、
労
働
組
合
は
よ
り
厳
し
い

局
面
に
立
た
さ
れ
る
だ
ろ
う
、
と
述
べ
た
。

　

引
き
続
き
日
系
企
業
の
経
営
者
団
体
で

あ
る
Ｊ
Ｃ
Ｃ
Ｐ（
フ
ィ
リ
ピ
ン
日
本
人
商
工

会
議
所
）と
懇
談
の
機
会
を
持
っ
た
。
フ
ィ

リ
ピ
ン
に
お
け
る
製
造
業
の
地
位
、
安
全

衛
生
の
確
保
、
治
安
問
題
、
女
性
の
活
躍
な

ど
に
つ
い
て
忌
憚
の
な
い
意
見
交
換
を
行

っ
た
。
そ
の
後
、
在
フ
ィ
リ
ピ
ン
日
本
大
使

館
と
の
懇
談
で
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
一
般
情

勢
お
よ
び
労
働
情
勢
の
説
明
の
後
、
質
疑

応
答
を
行
っ
た
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
に
よ
る

海
外
就
労
者
保
護
の
取
り
組
み
お
よ
び
フ

ィ
リ
ピ
ン
国
内
で
の
優
秀
な
人
材
の
活
用
、

日
本
フ
ィ
リ
ピ
ン
経
済
連
携
協
定
に
含
ま

れ
て
い
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
看
護
師
・
介
護
福

祉
師
の
受
入
、
日
本
か
ら
の
投
資
阻
害
要

因
と
し
て
の
治
安
、
交
通
イ
ン
フ
ラ
、
電

力
料
金
と
電
力
安
定
供
給
な
ど
に
対
す
る

フ
ィ
リ
ピ
ン
政
府
の
対
策
、
労
働
運
動
の

課
題
な
ど
に
つ
い
て
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

３
．
日
フ
ィ
リ
ピ
ン
金
属
労
組

	

交
流
会
議

　

海
外
実
地
研
修
で
は
毎
回
、
訪
問
国
の

Ⅱ 

第
９
回
Ｊ
Ｃ
Ｍ
国
際
労
働

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム

国
側
か
ら
労
働
組
合
専
従
者
の
問
題
や
、

海
外
移
転
の
影
響
に
つ
い
て
、
日
本
側
か

ら
非
正
規
労
働
者
、
少
子
高
齢
化
な
ど
に

つ
い
て
の
意
見
交
換
が
行
わ
れ
た
。
日
韓

鉄
鋼
・
造
船
・
非
鉄
産
別
協
議
で
は
、
韓

国
側
か
ら
鉄
鋼
製
品
の
中
国
か
ら
の
輸
入

問
題
や
、
長
時
間
労
働
、
建
設
産
業
や
造

船
産
業
に
お
け
る
労
働
者
不
足
、
リ
サ
イ

ク
ル
事
業
に
関
す
る
質
問
が
提
起
さ
れ
、

キム・マン・ジェ
（金満載）委員長
1984年３月、ＳＫハイ
ニクス社に入社、2002
年２月よりＦＫＭＴＵ
専従となる。

ジョン・イル・ジン
（丁一鎮）副委員長
1983年２月、ＬＧ電子
入社、2002年６月より
ＦＫＭＴＵ専従となる。

キム・スン・ス
（金成洙）事務局長
1987年10月、オーチス 
・エレベータ社入社、
2008年２月よりＦＫＭ
ＴＵ専従となる。

日
本
側
か
ら
は
造
船
産
業
に
お
け
る
客
船

内
の
騒
音
規
制
へ
の
対
応
、
資
源
確
保
の

政
策
な
ど
の
質
問
が
あ
っ
た
。
日
韓
電
線

産
別
協
議
で
は
、
日
韓
両
国
の
電
線
産
業

の
状
況
と
両
国
の
賃
金
引
き
上
げ
、
時
短
、

安
全
衛
生
等
の
報
告
と
意
見
交
換
が
行
わ

れ
、
韓
国
側
か
ら
日
本
の
労
働
組
合
の
組

合
費
お
よ
び
一
時
金
に
つ
い
て
の
質
疑
応
答

や
情
報
交
換
が
行
わ
れ
た
。
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金
属
産
業
労
働
組
合
と
交
流
会
議
を
開

催
し
て
い
る
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
お
い
て
は
、

Ｍ
Ｗ
Ａ
Ｐ
（M

etal W
orkers ' A

lliance 
of the Philippines

：
フ
ィ
リ
ピ
ン
金
属 

労
働
者
同
盟
）、
Ｐ
Ｍ
Ａ
（Philippine 

M
etalw

orkers ' A
lliance

：
フ
ィ
リ
ピ
ン

金
属
労
働
者
同
盟
）、Ａ
Ｌ
Ｕ（
合
同
労
働
組

合
）の
三
組
織
の
単
組
役
員
に
参
加
い
た
だ

き
、「
日
常
的
な
労
使
間
の
話
し
合
い
の
仕

組
み
に
つ
い
て
」
お
よ
び
「
職
場
に
お
け

る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
労
働
組
合
員
の

意
識
」
に
つ
い
て
、
双
方
が
報
告
を
行
い
、

質
疑
応
答
を
通
じ
て
理
解
を
深
め
た
。

　

交
流
会
議
終
了
後
、
会
議
参
加
者
全
員

が
参
加
す
る
交
流
夕
食
会
を
開
催
し
た
。

ま
た
会
議
の
合
間
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
で
発
生

し
て
い
る
日
系
多
国
籍
企
業
に
お
け
る
労

使
紛
争
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
が
あ
っ
た
。

そ
の
内
容
は
労
働
組
合
の
組
織
化
に
と
も

な
う
労
働
組
合
役
員
や
組
合
員
の
解
雇
問

題
や
認
証
後
の
団
体
交
渉
拒
否
で
あ
っ
た
。

４
．
工
場
見
学
・
労
組
訪
問
・

	

労
組
施
設
訪
問

　

今
回
の
工
場
見
学
は
、
ミ
ツ
ビ
シ
・
モ

ー
タ
ー
ス・フ
ィ
リ
ピ
ン
工
場
を
見
学
し
た
。

会
社
側
か
ら
柴
田
社
長
、
労
働
組
合
側
か

ら
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
・
メ
ロ
委
員
長
か
ら
の
歓

迎
挨
拶
の
後
、
会
社
紹
介
ビ
デ
オ
を
視
聴

し
、
工
場
見
学
を
行
っ
た
。
総
務
担
当
副

社
長
は
挨
拶
の
中
で
11
月
24
日
に
労
働
組

合
の
総
会
お
よ
び
役
員
選
挙
が
実
施
さ
れ
、

メ
ロ
委
員
長
が
再
選
さ
れ
た
こ
と
を
紹
介
、

責
任
あ
る
労
働
組
合
と
し
て
組
合
員
か
ら

回 年 訪問国
1 2008年春 マレーシア、タイ
2 2009年秋 フィリピン
3 2010年春 インドネシア
4 2010年秋 ベトナム
5 2011年春 タイ
6 2011年秋 インドネシア
7 2012年秋 インド
8 2013年秋 タイ
9 2014年春 フィリピン

【これまでの研修プログラム】

【フィリピンのインダストリオール加盟組織の状況】

の
尊
敬
を
集
め
て
お
り
、
よ
い
労
使
関
係

を
築
い
て
い
る
と
述
べ
た
。

　

工
場
見
学
の
あ
と
、
Ｍ
Ｍ
Ｗ
Ｕ

－

Ｐ
（
ミ

ツ
ビ
シ
・
モ
ー
タ
ー
ス
・
フ
ィ
リ
ピ
ン
労
働

組
合
）を
訪
問
し
た
。
工
場
敷
地
内
に
あ
る

労
働
組
合
事
務
所
の
訪
問
に
お
い
て
、
メ

ロ
委
員
長
が
労
働
組
合
の
活
動
に
つ
い
て

説
明
し
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。
メ
ロ
委

員
長
は
意
見
交
換
の
中
で
、「
労
使
関
係

は
片
方
だ
け
で
は
成
り
立
た
な
い
の
は
自

明
で
あ
り
、
労
使
関
係
を
構
築
す
る
に
は
、

労
使
の
信
頼
が
不
可
欠
で
あ
り
、
そ
の
た

め
に
は
誠
実
さ
と
透
明
性
の
確
保
が
必
要

で
あ
る
」
と
述
べ
た
。

　

そ
の
後
、
マ
ニ
ラ
か

ら
セ
ブ
島
へ
移
動
し
、

Ａ
Ｌ
Ｕ
セ
ブ
地
域
本
部

を
訪
問
し
た
。
Ａ
Ｌ
Ｕ

に
と
っ
て
は
こ
の
セ
ブ

島
が
組
織
発
祥
の
地
で

あ
る
。
こ
こ
で
は
日
本

の
海
員
組
合
と
の
協
力

に
よ
り
建
設
さ
れ
た
７

階
建
て
の
「
マ
リ
ナ
ー

ズ
コ
ー
ト（
海
員
会
館
）」

に
あ
る
診
療
所
、
海
員

登
録
事
務
所
、
宿
泊
施

設
、
多
目
的
ホ
ー
ル
、
労

働
組
合
所
有
の
ラ
ジ
オ

局
、
Ａ
Ｌ
Ｕ
セ
ブ
地
域

本
部
事
務
所
な
ど
を
見

学
し
、
そ
の
後
フ
ィ
リ
ピ
ン
労
働
運
動
の

歴
史
に
つ
い
て
の
説
明
を
受
け
た
。

　

労
働
組
合
所
有
の
事
業
所
と
し
て
、
Ｏ

Ｐ
Ａ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
（
オ
リ
エ
ン
タ
ル
港
湾
関
連
サ

ー
ビ
ス
社
）
を
訪
問
し
、
セ
ブ
港
施
設
を
見

学
し
た
。
Ｏ
Ｐ
Ａ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
は
Ａ
Ｌ
Ｕ
の
組
合

員
が
所
有
す
る
労
働
者
運
営
型
の
企
業
で
、

自
社
ガ
ン
ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
５
台
を
所
有

し
、
コ
ン
テ
ナ
の
荷
揚
・
運
輸
・
積
載
作

業
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
る
。
労
働

者
が
主
体
的
に
運
営
し
て
お
り
、
5
0
0
名

の
従
業
員
の
給
与
・
福
利
厚
生
の
水
準
は

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
内
で
最
高
水
準
と
の
こ
と

で
あ
っ
た
。

５
．
国
内
研
修
２

　

2
0
1
5
年
１
月
13
日

－

14
日
の
日
程

で
、
国
内
研
修
２
を
Ｊ
Ｃ
Ｍ
会
議
室
で
開

催
し
た
。
内
容
は
海
外
実
地
研
修
に
参
加

し
た
団
員
の
、
現
場
で
の
体
験
の
共
有
と

振
り
返
り
、
小
島
正
剛
Ｊ
Ｃ
Ｍ
顧
問
に
よ

る
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
労
働
運
動
に
関
す
る
解

説
に
加
え
、
今
回
の
研
修
を
「
今
後
の
労

働
組
合
活
動
に
ど
う
活
か
し
て
い
く
の
か
」

と
い
う
テ
ー
マ
で
議
論
し
た
。
参
加
者
か

ら
は
、「
組
織
形
態
や
理
解
度
合
い
の
差
は

あ
れ
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
よ
り
強
く
意

識
し
た
上
で
、
海
外
の
労
働
組
合
と
の
交

流
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
、
顔
の

見
え
る
活
動
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
行

き
た
い
」
等
の
意
見
が
出
さ
れ
た
。
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１
．
は
じ
め
に

　

2
0
1
4
年
11
月
10
日
か
ら
３
日
間
に

か
け
、
長
崎
県
佐
世
保
市
の
ハ
ウ
ス
テ
ン
ボ

ス
内
に
あ
る
会
議
場
に
て
、
イ
ン
ダ
ス
ト

リ
オ
ー
ル
・
グ
ロ
ー
バ
ル
ユ
ニ
オ
ン
造
船
・

船
舶
解
轍
世
界
会
議
が
開
催
さ
れ
た
。
イ

ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
結
成
後
、
初
め
て
開

催
さ
れ
た
産
業
別
部
会
の
世
界
会
議
で
あ

る
。
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
加
盟
の
全
世

界
の
造
船
産
業
労
働
者
を
組
織
す
る
労
働

組
合
が
一
堂
に
結
集
し
た
会
議
で
、
19
カ

国
、
24
組
織
、
70
名
の
代
議
員
が
参
加
し

た
。こ
の
世
界
会
議
の
開
催
に
あ
た
っ
て
は
、

基
幹
労
連
が
受
け
入
れ
組
織
と
し
て
、
準

備
段
階
か
ら
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
本
部

と
協
力
し
て
き
た
。

　

開
会
お
よ
び
歓
迎
挨
拶
に
お
い
て
、
ク

ラ
ウ
ス
・
イ
ェ
ン
セ
ン
造
船
・
船
舶
解
撤

部
会
長
、
相
原
康
伸
Ｊ
Ｃ
Ｍ
議
長
、
工
藤

智
司
基
幹
労
連
委
員
長
／
Ｊ
Ｃ
Ｍ
副
議
長
、

ケ
マ
ル
・
ウ
ズ
カ
ン
・
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー

ル
書
記
次
長
が
挨
拶
し
、
髙
木
義
明
衆
議

院
議
員
、
渡
辺
敏
勝
第
62
代
長
崎
県
議
会

議
長
が
来
賓
と
し
て
挨
拶
し
た
。

２
．
世
界
会
議
に
お
け
る
議
論

基
調
講
演

日
本
の
造
船
産
業
と
産
業
政
策
の
課
題

　

大
坪
新
一
郎
国
土
交
通
省
海
事
局
船
舶

産
業
課
長
は
報
告
の
中
で
、
世
界
の
造
船

産
業
の
概
況
と
そ
の
中
で
の
日
本
の
造
船

産
業
の
位
置
づ
け
、
造
船
・
船
舶
解
撤
に

関
す
る
産
業
政
策
や
安
全
衛
生
の
問
題
、

今
後
の
日
本
が
と
り
う
る
造
船
産
業
の
産

業
政
策
に
つ
い
て
報
告
し
た
。
と
り
わ
け
、

日
本
は
今
後
海
洋
開
発
機
器
の
分
野
へ
の

参
入
を
図
っ
て
い
く
こ
と
、
海
外
の
造
船

所
へ
の
技
術
提
携
や
資
本
参
加
を
進
め
て

い
く
こ
と
な
ど
に
つ
い
て
触
れ
た
。

■
議
題
１

　

造
船
・
船
舶
解
撤
産
業
の
概
況

　

松
崎
寛
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
造
船
・

船
舶
解
撤
部
会
担
当
部
長
が
世
界
の
造
船
・

船
舶
解
撤
産
業
の
概
況
に
つ
い
て
報
告
し
、

そ
の
後
ブ
ラ
ジ
ル
お
よ
び
ロ
シ
ア
の
参
加

者
が
そ
れ
ぞ
れ
の
造
船
・
船
舶
解
撤
産
業

の
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

ブ
ラ
ジ
ル
報
告
：
Ｃ
Ｎ
Ｍ–
Ｃ
Ｕ
Ｔ（
全
国

金
属
総
連
合
）

・ブ
ラ
ジ
ル
は
1
9
7
0
年
代
か
ら
1

 
9
 
8
 

0
年
代
は
世
界
第
二
位
の
造
船
大
国
で

あ
っ
た
が
、そ
の
後
衰
退
し
て
き
て
お
り
、

現
在
で
は
国
の
支
援
が
な
け
れ
ば
回
復
で

き
な
い
よ
う
な
状
況
で
あ
る
。

ロ
シ
ア
報
告
：
Ｓ
Ｗ
Ｕ
（
造
船
労
働
組
合
）

・
ソ
連
崩
壊
後
、
軍
需
か
ら
民
需
へ
の
転
換

が
行
わ
れ
た
。

・ロ
シ
ア
連
邦
民
間
船
舶
発
展
プ
ロ
グ
ラ
ム
、

北
極
圏
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
伴
う
砕
氷
船

開
発
、
造
船
産
業
発
展
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど

が
、
国
家
レ
ベ
ル
で
進
め
ら
れ
て
い
る
。

・
1
9
0
5
年
設
立
の
サ
ン
ク
ト
ペ
テ
ル
ブ

ル
ク
の
造
船
所
は
、
ソ
連
時
代
を
経
て
、

1
9
9
1
年
か
ら
産
業
部
門
別
の
労
働

組
合
が
組
織
さ
れ
て
お
り
、
現
在
76
の

関
連
企
業
で
働
く
４
万
人
を
組
織
し
て
い

る
。
団
体
協
約
は
産
業
レ
ベ
ル
お
よ
び
地

域
（
自
治
体
レ
ベ
ル
）
別
に
締
結
さ
れ
て

い
る
。

■
議
題
２

　

組
織
化
と
不
安
定
労
働
へ
の
対
抗

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
報
告
：
Ｐ
Ｒ
Ｏ
（
フ
ィ
ン
ラ

ン
ド
事
務
技
術
職
労
働
組
合
）

・
海
外
の
下
請
け
企
業
が
移
民
労
働
者
を
使

用
し
、
不
当
に
安
い
労
働
コ
ス
ト
で
働
か

せ
て
い
る
と
い
う
、
欧
州
共
通
の
不
安
定

労
働
の
問
題
が
あ
る
。

・
団
体
協
約
の
締
結
、
国
内
法
の
順
守
や
、

適
正
な
労
働
基
準
確
保
な
ど
、
規
制
強
化

の
た
め
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
。

■
特
別
議
題

　
船
舶
解
撤
産
業
の
将
来
に
向
け
た

　
雇
用
と
職
場
安
全
衛
生
の
確
保

　

特
別
議
題
の
基
調
講
演
で
、
大
坪
課
長

は
香
港
条
約
に
つ
い
て
、
直
接
策
定
に
携

わ
っ
た
立
場
か
ら
詳
細
に
わ
た
る
報
告
を

行
っ
た
。
批
准
や
実
効
に
至
る
道
の
り
に

は
難
し
い
面
も
あ
る
も
の
の
、
船
舶
解
撤

に
か
か
わ
る
安
全
衛
生
や
環
境
基
準
が
確

保
さ
れ
る
条
約
と
し
て
、
非
常
に
重
要
で

あ
る
と
し
、
日
本
政
府
と
し
て
も
批
准
に

向
け
て
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
と
述
べ
た
。

　

引
き
続
き
参
加
各
国
が
船
舶
解
撤
産
業

の
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
報
告
：
Ｂ
Ｍ
Ｆ（
バ
ン

グ
ラ
デ
シ
ュ
金
属
労
働
者
連
合
）

・
1
9
6
5
年
印
パ
紛
争
、1
9
7
0
年
の

サ
イ
ク
ロ
ン
、1
9
7
1
年
印
パ
紛
争
な

ど
の
際
に
、
多
く
の
船
舶
が
破
壊
さ
れ
、

そ
れ
ら
を
解
体
す
る
必
要
が
生
じ
た
。
そ

れ
が
基
礎
と
な
っ
て
船
舶
解
撤
産
業
が
発

展
し
た
。
し
か
し
安
全
衛
生
確
保
は
進
ん

で
い
な
い
。
法
律
は
あ
る
が
運
用
さ
れ
て

い
な
い
。

フ
ラ
ン
ス
報
告
：
Ｃ
Ｆ
Ｅ–

Ｃ
Ｇ
Ｃ（
金
属

労
働
組
合
連
合
）

・
こ
れ
ま
で
空
母
と
客
船
の
解
撤
を
行
っ

た
。
海
外
、
特
に
発
展
途
上
国
で
解
撤
す

る
こ
と
に
対
し
、
国
内
で
大
き
な
批
判
が

お
き
た
。

イ
ン
ド
報
告
：
Ｓ
Ｍ
Ｅ
Ｆ
Ｉ
（
イ
ン
ド
鉄

鋼
・
金
属
・
機
械
労
働
組
合
連
合
）

・
海
外
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
、
ベ
ス

ト
・
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
共
有
、
情
報
交

換
、
イ
ン
ド
の
船
舶
解
撤
現
場
の
労
働
者

の
労
働
条
件
の
収
集
・
比
較
お
よ
び
共
通

の
労
働
条
件
の
要
求
、
不
安
定
労
働
の
撤

廃
、
船
舶
の
解
撤
を
依
頼
す
る
企
業
へ
の

課
徴
金
の
義
務
化
な
ど
の
提
案
を
行
っ
て

い
る
。

Ⅲ 

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
造
船
・ 	

	

船
舶
解
撤
世
界
会
議
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オ
ラ
ン
ダ
報
告
：
Ｆ
Ｎ
Ｖ
（
合
同
労
働
組

合
）

・
イ
ン
ド
で
船
舶
解
撤
産
業
の
労
働
者
へ
の

支
援
、特
に
組
織
化
支
援
を
行
っ
て
き
た
。

パ
キ
ス
タ
ン
報
告
：
Ｎ
Ｔ
Ｕ
Ｆ
（
全
国
労

働
組
合
連
合
）

・
貧
弱
な
安
全
衛
生
基
準
に
よ
り
先
週
も
20

名
が
け
が
を
す
る
事
故
が
発
生
し
た
。
飲

料
水
が
配
布
さ
れ
な
い
こ
と
や
、
ア
ス
ベ

ス
ト
の
脅
威
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
こ
と
な

ど
の
問
題
が
あ
る
。
船
主
が
労
働
組
合
結

成
に
反
対
し
て
お
り
、
ス
ト
ラ
イ
キ
な
ど

の
労
働
運
動
に
関
す
る
報
道
も
な
い
。

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
本
部
報
告
：

ブ
ラ
イ
ア
ン
・
ケ
ー
ラ
ー
安
全
衛
生
担

当
部
長

・
香
港
条
約
は
完
璧
で
は
な
い
と
い
う
意
見

も
あ
る
が
、
ま
ず
前
進
す
る
こ
と
が
重
要

だ
ろ
う
。
安
全
衛
生
の
取
り
組
み
は
労
働

組
合
自
身
も
で
き
る
こ
と
が
あ
る
。
労
働

組
合
が
記
録
を
つ
け
て
結
果
を
公
表
す
る

こ
と
が
効
果
的
で
あ
る
。
労
働
組
合
が
情

報
を
取
り
ま
と
め
て
発
表
す
れ
ば
経
営
側

も
船
主
も
無
視
は
で
き
な
い
。
安
全
確
保

は
労
働
者
の
権
利
で
あ
り
、
労
働
組
合
は

安
全
衛
生
に
関
与
す
べ
き
で
あ
る
。

■
議
題
３

　

持
続
可
能
な
産
業
政
策
の
促
進

　

基
幹
労
連
が
日
本
報
告
の
中
で
、
日
本

の
造
船
産
業
企
業
の
変
遷
、
産
業
構
造
の

変
化
、
海
外
展
開
な
ど
に
つ
い
て
報
告
、

ノ
ル
ウ
ェ
ー
の
合
同
労
働
組
合
が
総
合
的

産
業
政
策
と
し
て
の
「
マ
リ
タ
イ
ム
21
」
産

業
政
策
を
報
告
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
Ｓ
Ｍ
Ｅ

Ｅ
Ｕ
（
造
船
海
洋
機
器
労
働
組
合
）は
船
舶

の
修
理
基
地
お
よ
び
海
洋
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

ー
ム
建
設
の
ハ
ブ
と
し
て
の
産
業
政
策
を

報
告
、
台
湾
の
Ｒ
Ｏ
Ｃ
Ｍ
Ｕ
（
中
華
民
国
金

属
労
働
組
合
連
合
会
）
は
造
船
産
業
以
外
の

洋
上
構
造
物
建
設
へ
の
産
業
転
換
と
、
そ

の
際
の
安
全
衛
生
確
保
の
た
め
の
政
府
と

の
連
携
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

■
議
題
４

　

労
働
組
合
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
と
、

　

連
帯
の
強
化

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
報
告
：
Ａ
Ｍ
Ｗ
Ｕ
（
オ

ー
ス
ト
ラ
リ
ア
製
造
労
働
組
合
）

・
国
内
で
の
造
船
産
業
の
発
展
の
た
め
の
国

際
的
な
取
り
組
み
、
連
帯
の
強
化
の
必
要

性
を
強
調
。

イ
ギ
リ
ス
報
告
：
ユ
ナ
イ
ト
労
働
組
合

・
Ｂ
Ａ
Ｅ
シ
ス
テ
ム
の
労
働
組
合
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
に
つ
い
て
報
告
。
ア
メ
リ
カ
の
事
業

所
に
お
け
る
労
使
関
係
の
問
題
を
指
摘
。

ア
メ
リ
カ
報
告
：
Ｉ
Ａ
Ｍ
（
全
米
機
械
工・

航
空
宇
宙
労
働
組
合
）

・
国
内
の
造
船
所
に
お
け
る
労
働
組
合
の
組

織
化
状
況
に
つ
い
て
報
告
。

３
．
部
会
役
員
選
挙

　

ク
ラ
ウ
ス
・
イ
ェ
ン
セ
ン
部
会
長
が
座
長

を
務
め
部
会
役
員
選
挙
を
司
会
進
行
し
た
。

ま
ず
副
部
会
長
に
つ
い
て
イ
ン
ド
の
Ｖ
・Ｖ
・

ラ
ー
ネ
Ｓ
Ｍ
Ｅ
Ｆ
Ｉ
書
記
（
船
舶
解
撤
部

門
担
当
）
の
み
の
立
候
補
と
の
こ
と
で
、

拍
手
で
確
認
し
た
。
次
に
女
性
の
共
同
部

会
長
に
つ
い
て
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
エ
イ
リ
ー

ン
・
ヨ
ー
・
チ
ョ
ー
・
ゲ
ッ
ク
Ｓ
Ｍ
Ｅ
Ｅ
Ｕ

（
造
船
・
海
洋
機
器
労
働
組
合
）
書
記
長
の

み
の
立
候
補
と
の
こ
と
で
、
こ
れ
も
拍
手

で
確
認
し
た
。

　

部
会
長
に
つ
い
て
は
、
韓
国
の
ホ
ン・
ジ
・

ウ
ク
Ｋ
Ｍ
Ｗ
Ｕ
（
韓
国
金
属
産
業
労
働
組

合
）
副
委
員
長
と
日
本
の
工
藤
智
司
基
幹

労
連
委
員
長
が
立
候
補
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
両
者
が
発
言
し
た
の
ち
に
選
挙
を
行

う
こ
と
と
し
た
。
ホ
ン
副
委
員
長
は
発
展

途
上
国
か
ら
の
参
加
促
進
の
た
め
の
イ
ン

ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
に
よ
る
さ
ら
な
る
財
政

支
援
、
実
質
的
な
行
動
を
起
こ
せ
る
よ
う

な
部
会
運
営
、
不
安
定
労
働
へ
の
強
力
な

対
応
を
求
め
た
。
工
藤
委
員
長
は
安
全
衛

生
の
確
保
、
鉱
業
・
製
鉄
か
ら
造
船
、
船

舶
解
撤
、
リ
サ
イ
ク
リ
ン
グ
ま
で
一
貫
し
た

産
業
政
策
の
策
定
と
、
そ
れ
に
携
わ
る
労

働
者
の
労
働
条
件
向
上
の
た
め
の
取
り
組

み
を
主
張
し
た
。

　

19
カ
国
の
代
表
が
参
加
し
た
部
会
長
選

挙
の
結
果
、
工
藤
委
員
長
14
票
、
ホ
ン
副
委

員
長
４
票
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、ブ
ラ
ジ
ル
、

フ
ラ
ン
ス
、
韓
国
）、
欠
席
１
票
（
バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
）
と
な
り
、
工
藤
委
員
長
が
部
会
長

に
選
出
さ
れ
た
。

４
．
今
後
の
部
会
活
動

　

松
崎
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
部
会
担
当

部
長
が
部
会
の
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ

ム
案
に
沿
っ
て
今
後
の
部
会
活
動
を
提
案
、

質
疑
応
答
を
経
て
確
認
さ
れ
た
。
特
に
新

た
な
部
会
体
制
の
も
と
で
、
製
造
か
ら
リ

サ
イ
ク
リ
ン
グ
ま
で
を
網
羅
し
た
一
貫
し
た

持
続
可
能
な
産
業
政
策
の
策
定
に
力
を
入

れ
て
い
く
こ
と
を
確
認
し
た
。

会
議
の
と
り
ま
と
め
と
閉
会

　

ラ
ー
ネ
副
部
会
長
と
工
藤
部
会
長
の
閉

会
挨
拶
の
な
か
で
、
次
回
の
運
営
委
員
会

に
つ
い
て
、
2
0
1
5
年
の
同
時
期
、
船

舶
解
撤
が
行
わ
れ
て
い
る
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

で
開
催
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

　

ま
た
11
月
12
日
に
は
、
三
菱
重
工
労
働

組
合
長
崎
造
船
支
部
を
訪
問
し
、
長
崎
造

船
所
の
概
要
説
明
、
支
部
労
働
組
合
の
概

要
説
明
の
後
、
質
疑
応
答
を
経
て
香
焼
工

場
の
工
場
見
学
を
行
っ
た
。

今
後
に
向
け
て

　

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ
ー
ル
・
グ
ロ
ー
バ
ル
ユ

ニ
オ
ン
造
船
・
船
舶
解
撤
部
会
で
は
、
世

界
会
議
で
の
議
論
の
結
果
を
受
け
、
部
会

の
運
営
方
針
を
次
の
と
お
り
策
定
・
発
出

し
、
現
在
で
は
加
盟
組
織
間
に
お
い
て
具

体
的
な
活
動
に
関
す
る
協
議
が
行
わ
れ
て

い
る
。
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　インダストリオール・グローバルユニオンに集う造船・船舶解撤産業に従事する世界の働く仲間に連帯の挨拶を捧げます。
　インダストリオール・グローバルユニオン造船・船舶解撤部会は、昨年 11 月に日本・長崎で結成後初となる世界会議を開
催しました。世界会議では、今後の造船・船舶解撤部会運営に関して、現下の諸課題について熱心な討議の結果、我々が取
り組むべき喫緊の課題の整理と確認がなされました。
　我々のめざすべきことは、「すべての労働者の人権を守り、安全と幸福を希求し、産業の持続可能性を追求すること」であり、
この目標を必ず達成しなければなりません。
　この命題の達成に至る道筋として、今後下記の取り組みを強化します。
　具体的な行動計画や要請は今後事務局より発しますが、全ての加盟組織が目標達成に向けて一丸となって前進し続けるこ
とを期待します。

１．造船・船舶解撤労働者の民主的な組織化推進は第一の課題であります。
二国間協議や多国間協議を推進し、より強固な組織化と不安定労働者の保護のために、造船・船舶解撤部会組織の相互
協力と支援のもと、民主的な組織化を推進していきます。

２．造船・船舶解撤部会において、不安定労働の撲滅と安全で安心して働ける持続可能な産業構造の構築は重要かつ喫緊の
課題であります。インダストリオール・グローバルユニオンの方針に従うことはもちろんのこと、特に「労働安全衛生」
を強化し、「災害ゼロ」をめざすとともに持続可能な衛生的労働環境を創出するために、積極的な運動と組織間の相互
支援を展開していきます。

３．造船・船舶解撤産業において、労働者の雇用と安全、産業を持続可能なものにするために、IMO（国際海事機関）総会
にて確認された「シップリサイクリング条約（香港条約）」の早期批准・発効は不可欠であります。本条約を早期に発効
させるために、本年３月より全世界規模で「早期批准に向けた統一行動キャンペーン」を展開します。各組織は各国政
府に香港条約批准に向けて強力に圧力をかけなければなりません。なお、バーゼル条約や ILO 条約、ＥＵ規制を制限す
るものであってはなりません。

４．造船・船舶解撤部会における個別ネットワークの構築と早期 GFA 協定化も重要な課題であります。BAE 労組ネットワ
ーク会議が始動の緒に就きましたが、世界がますますグローバル化するなかで　新たなるネットワークの構築とそれぞ
れの課題の抽出、連帯を通じた解決への取り組みを推進します。

　造船・船舶解撤産業は、今や大きな歴史的転換点の真っただ中に立たされています。
　今こそ、インダストリオール・グローバルユニオン造船・船舶解撤部会に集う全ての労働者が団結し、本方針のもと、目
標達成に向けて力強く前進していきましょう。

　連帯をこめて

インダストリオール・グローバルユニオン
造船・船舶解撤部会　運営方針に関して

2015年２月２３日
インダストリオール・グローバルユニオン
造船・船舶解撤部会
部会長	 工藤智司（日本・基幹労連）
部会長	 エイリーン・ヨー・チョー・ゲック（シンガポール・ＳＭＥＥＵ）
副部会長	 Ｖ・Ｖ・ラーネ（インド・ＳＭＥＦＩ）

　今回の世界会議はインダストリオールとしては初めての開催であ
るが、IMF（国際金属労連）部会の設置は、1949年から1950年にかけ、
自動車部会と鉄鋼部会と同時期に造船部会が設立され、1951年にス
イス・ブルゲンストックで開催されたＩＭＦ中央委員会で設置が確認
されたのが、その始まりである。その直後、1951年６月５日～６日の
日程で、イギリスのニューカッスルにおいて第１回ＩＭＦ造船産業世
界会議が開催されている。初代部会長はスウェーデン金属労働組合出
身のアルネ・ヤイヤー会長であり、その後オランダのＦＮＶ（合同労働

組合）、ノルウェーの合同産業労働組合、フィンランド金属労働組合、
デンマーク金属労働組合など欧州の労働組合が部会長を担ってきた。
　日本とのかかわりでは、1960年に開催された第５回造船産業世界
会議に日本の代表団が参加したことが始まりであり、1970年３月
28日～31日にかけて第７回ＩＭＦ造船産業世界会議を東京で造船
重機労連とＩＭＦ－ＪＣの受入で開催している。またアジアの他の
国では1975年にシンガポールで開催された第１回アジア造船セミ
ナーが最初の活動である。

部会の歴史
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　インダストリオールの結成に参加した各ＧＵＦは、それぞれ組織内に産
業別部会を設置しており、インダストリオール結成以降もそれらは引き継
がれている。旧ＩＭＦの産業別部会は「航空宇宙」「自動車」「電機電子（現
在のＩＣＴ電機電子）」「工作機械（現在の機械エンジニアリング）」「鉄鋼（現
在の素材金属）」「造船（現在の造船・船舶解撤）」の６部会である。
　インダストリオール造船・船舶解撤部会は、年１～２回の運営委員会と、
４年に１回の世界会議を開催し、インダストリオールのアクション・プラン
（運動方針）に沿って、役員の選出、部会活動方針の策定、産業政策の策定、
活動の調整を行っている。

工藤智司部会長
現職：日本基幹産業労働組合連合会（基幹労連）
中央執行委員長
2002年、三菱重工労働組合長崎造船支部執行委員に選出、
2004年に三菱重工労働組合書記長に、2008年に三菱重
工労働組合中央執行委員長に選出される。2010年には基
幹労連事務局長に選出され、2014年に金属労協副議長、
基幹労連中央執行委員長に選出された。

Ｖ・Ｖ・ラーネ副部会長
現職：ＳＭＥＦＩ（インド鉄鋼・金属・機械労働組合
連合）マハラシュトラ州地域本部会長
1989年から労働運動に関わり、現職に加え、インドで最
古の労働組合の一つであるムンバイ港湾公社・一般労働
組合の書記、世界で最初に船舶解撤労働者を組織化した
アラン・ソシヤ船舶リサイクリング・一般労働組合の書記
長、ＳＭＥＦＩ副会長、全インド港湾・ドック労働組合連
合の財政部長を兼任している。

エイリーン・ヨー・チョー・ゲック部会長
現職：ＳＭＥＥＵ（造船・海洋機器労働組合）書記長
1996年よりＳＭＥＥＵケッペル造船所支部にて労働組合
活動を開始、2013年より支部委員長に選出される。同時
に2001年よりＳＭＥＥＵ執行委員に選出され、2013年
よりＳＭＥＥＵ書記長に選出される。シンガポールのナ
ショナル・センターであるＮＴＵＣ（全国労働組合会議）
においては2003年より活動に参加し、2013年現在ＮＴ
ＵＣ労使関係委員会の委員である。

部会名 旧ＧＵＦ 概要

航空宇宙 ＩＭＦ

すべての商業用・防衛用航空宇宙関連産業（宇宙へ
の打ち上げ、ミサイル、衛星、維持・修理・整備、
複合材料、特殊金属、化学製品、エレクトロニクス、
内装、航空電子機器を含むが、これに限らない）に
おける機体、部品、エンジン、その他コンポーネン
トおよび供給品の製造、組み立て、設計、開発、修理。

自動車 ＩＭＦ 自動車産業とサプライチェーンにおける生産、研究
開発、流通およびサービス

素材金属 ＩＭＦ／
ＩＣＥＭ

鉄鋼・アルミ・貴金属・非鉄金属製の材料と製品の
生産、研究開発、再利用。

化学・製薬・
バイオ ＩＣＥＭ

化学元素、化合物、化学製品、医薬品、化学技術製品、
石油化学製品、農薬、プラスチック、プラスチック
製品、プラスチック複合材、化学繊維の研究、清算、
精製。化学技術的手法または遺伝子工学的技術に由
来する製品・物質の研究と製造。

エネルギー ＩＣＥＭ あらゆる種類の一次および二次エネルギーの採掘、
生産、発電、精製、供給。

産業環境
サービス 新規

廃棄物処理、回収、汚染管理、再生利用、清掃、
保守、選択、ドライクリーニング、衛生サービス、
ポーターによる荷物の運搬、警備関連産業。

ガラス・
セラミック・
セメント関連

ＩＣＥＭ

板ガラス、ガラス容器、ガラス繊維、家庭用ガラス
製品、工業用ガラス、その他ガラス製品、全般；あ
らゆる種類の陶器、粘土、セラミック製品；セメント、
非金属鉱物の合成物・製品の研究、生産、製造。

ＩＣＴ
電機電子 ＩＭＦ 電子部品・計器、コンピュータ、通信装置、家電、白物、

電機機器の生産、研究開発。

機械エンジ
ニアリング ＩＭＦ

工作機械、冶金・採掘・建設用機械、繊維・被服・
皮革生産用機械、農業・林業機械、揚重・運搬機器、
ポンプ／コンプレッサ、ベアリング、エンジン／タ
ービン、工業用炉・焼却炉、伝動装置、環境技術設
備の生産。

鉱業・
ＤＧＯＪＰ ＩＣＥＭ

無煙炭、褐炭、勤続・非金属鉱物、粘土、砂、砂利
の探索、採取、加工。ダイアモンド・宝石の選別、
カッティング、研磨；真珠の養殖、セッティング；
時計製造；装飾品・宝飾品の製造（ＤＧＯＪＰ）

パルプ・紙 ＩＣＥＭ パルプ、紙、板紙、クラフト、包装紙、その他の紙・
板紙製品の研究、生産、加工。

ゴム ＩＣＥＭ 合成ゴムとゴム合成物の研究と生産、天然ゴム製品・
合成ゴム製品の製造。

造船・
船舶解撤 ＩＭＦ

造船、船舶用機器、船舶保守、船舶解撤、船舶再
利用分野の生産、研究開発、建造、索具装着、解体、
関連作業。

繊維・皮革・
被服・製靴・
繊維サービス

ＩＴＧＬＷＦ
繊維・衣服・靴・皮革製品、工業用布の製造、自動
車用繊維の供給、敷物材料、その他の軽工業、繊維
サービス（クリーニングを含む）

サービス
その他 新規 他のＧＵＦの組織対象産業の範疇にはいらないサー

ビスおよびその他の産業部門。

女性 産業横断

事務技術職 産業横断

【インダストリオールの産業別部会】

インダストリオールと部会


